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　平成28年度定時総会が、６月２日（木）土崎港ホ
テル大和に於いて、秋田北税務署長　佐藤博美氏をは
じめ、来賓各位を迎え、開催された。
　林会長のあいさつでは、各種研修会・セミナーの開
催や、青年部会・女性部会が開催した児童に対する租
税教育活動、地域住民の方々を対象に開催した社会貢
献事業の講演会など、皆様方のご協力により、公益事
業を中心に円滑に事業を実施できたことを報告した。
　また、「e-tax」の利用状況と更なる利用推進、加えて、
法人会の助成金につながる福利厚生制度への推進協力

をお願いした。
　議事に入り、議案の「平成27年度事業報告・同収
支決算」は、原案通り満場一致で承認された。（詳細は、
当法人会ホームページで情報開示しております）
　議事終了後、福利厚生の事業活動に功労のあった、
大同生命保険㈱の加藤大推進員、及びＡＩＵ損害保険
㈱代理店秋田保険センターの北林正規推進員を表彰し
た。また、秋田北税務署法人課税部門統括官の平井浩
氏から、「消費税軽減税率制度」の概要について説明
があった。

平成28年度 定時総会を開催

法 人 会 員 名 代 表 者 名 法　人　住　所
㈱目黒石油 目　黒　拓　宏 男鹿市北浦野村字前野99－６
㈱ケーワイズ 小　松　　　康 秋田市土崎港北７丁目４－16
㈱大潟共生自然エネルギー 髙　橋　浩　人 南秋田郡大潟村字西４丁目２
㈱アレアール 工　藤　文　直 秋田市飯島穀丁８－38

稲　庭　千弥子 氏（理　事）

　５月19日、秋田ビュ－ホテルにおいて、（一社）
秋田県法人会連合会の定時総会の席上、（一社）秋
田県法人会連合会表彰が行われ、会長表彰を受けた。

秋田県法人会連合会会長表彰

受章おめでとうございます

新 入 会 員
紹 介

どうぞよろしく
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着 任 の ご 挨 拶

秋田北税務署長　辻　村　純　一

　本年７月10日付の定期人事異動で秋田北税務署長を

拝命し、この程着任しました辻村でございます。

　前任は、札幌国税不服審判所の国税審判官として国

税に関する法律に基づく処分に係る審査請求の審査事

務を担当しておりました。

　この度、ご縁がありまして秋田北税務署でお世話に

なることになりました。

　前任の佐藤署長同様よろしくお願いします。

　林会長をはじめ公益社団法人秋田北法人会の役員並

びに会員の皆様方には、日頃から税務行政に対しまし

て、深いご理解と格別のご協力を賜り、本紙面をお借

りしまして厚くお礼申し上げます。

　貴法人会は、昭和26年４月に設立されて以来「よき

経営者を目指す者の団体」として、会員の自己啓発及

び納税道義の高揚並びに地域社会への貢献を理念に掲

げ、法人会組織の増強、各種説明会やｅ-Ｔａｘ操作

研修の開催、租税教室への講師派遣等を通じた税知識

の普及と納税意識の高揚、並びに講演会等の開催を通

じた社会貢献活動などのほか税制改正の提言など幅広

い活動を展開され、輝かしい実績をお持ちの会と承っ

ております。

　これらはひとえに、林会長をはじめ役員の方々並び

に会員の皆様方による不断の努力の結果であり、心か

ら感謝申し上げるとともに、社会的にも高い評価を受

けておられますことに対しまして、深い敬意を表する

次第であります。

　さて、私どもの最近の税務行政を取り巻く環境は、

経済のＩＣＴ化及びグローバル化の深化に伴って、調査・

徴収事務の複雑性や困難度が増しているところです。

　このような状況の中で、私どもは適正・公平な課税

と徴収の実現に向けて、限られた人的・物的資源を効

果的・効率的に配分し、きめ細やかな施策を講じてい

く必要があると考えております。

　このため、私どもといたしましては、国税電子申告・

納税システム（ｅ-Ｔａｘ）の一層の普及と拡大、あ

るいは社会保障・税番号制度（マイナンバー）の周知

と整備を進めることなどで、税務行政の効率性や透明

性を高め、納税者の皆様にとって利便性の高い公平・

公正な社会の実現を目指しております。

　しかしながら、こうした税務行政を推進してまいる

ためには、納税者の皆様の税務行政に対する理解と信

頼が不可欠ですので、今後とも貴法人会との協調をよ

り一層深めるとともに、税務行政の良き理解者として

引き続き格別のご支援、ご協力を賜りますようお願い

申し上げます。

　特にｅ-Ｔａｘにつきましては、貴法人会におかれ

ましても事業活動計画の重点項目としてｅ-Ｔａｘの

利用促進を掲げていただくなどご協力をいただいた結

果、その利用率は着実に増加している状況ではありま

すが、更に創意工夫を凝らして利用拡大に向けた施策

を推進していくこととしておりますので、皆様方の更

なるご理解とより一層のご支援を賜りますよう重ねて

お願い申し上げます。

　最後になりましたが、秋田北法人会の益々のご発展

並びに会員の皆様方のご健勝と事業のご繁栄を心から

ご祈念申し上げ、私の着任の挨拶とさせていただきます。

〈出　　身〉
　兵庫県で生まれ、北海道札幌市で育ちました。
〈趣　　味〉
　●  スポーツ観戦　特に野球やラグビー
　●  渓流釣り
　　   最近は、あまり行く機会がありません
　●  お祭り見物　
　　着任早々、国の重要無形民俗文化財に指定
されている「土崎港曳山まつり」を観まして、
その歴史と伝統の重みを感じるとともに、そ
の躍動感にいたく感動しました。

〈好きな言葉〉　　感　謝

簡単ながら自己紹介
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平成28年度法人税関係法令の改正の概要

今回は、平成28年度税制改正に係り、法人税関係法令のうち特に関係がありそうな項目につい
て説明します。

▶法人税の税率に関する改正

▶青色申告書を提出した事業年度の欠損金等の繰越期間等の延長時期の見直し

　
普通法人、一般社団法人等又は人格のない社団等に対する法人税の税率が、段階的に引き下げられました。

① 平成28年４月１日から平成30年３月31日までの間に開始する各事業年度については、従来の23.9％から

23.4％に、
②平成30年４月１日以後開始する事業年度については、23.2％に、それぞれ引き下げられます。

　従来は平成29年４月１日以後に開始する事業年度からとされていた、青色申告書を提出した事業年度の欠

損金額の繰越期間を９年から10年に延長する措置ですが、今般の改正により、平成30年４月１日以後に開始

する事業年度において生じた欠損金額から適用することとされました。

　この措置に伴って、次の措置も平成30年４月１日以後に開始する事業年度から適用となりましたので、ご

注意ください。

　①帳簿書類の保存期間の延長
　　（欠損金額が生じた事業年度に係る帳簿書類の保存期間を９年から10年に延長する措置）

　②欠損金額に係る更正の請求期間の延長
　　（欠損金額に係る更正の請求期間を９年から10年に延長する措置）

　③欠損金額に係る更正の期間制限の延長
　　（欠損金額に係る更正の期間制限を９年から10年に延長する措置）

区　　　　　分 改　正　前 改　正　後

適　用　関　係 平27.4.1以後
開始事業年度

平28.4.1以後
開始事業年度

平30.4.1以後
開始事業年度

中小法人、一般社
団法人等、公益法
人等とみなされて
いるもの又は人格
のない社団等

年800万円以下の部分 １５％ １９％（１５％） １９％

年800万円超の部分 ２３．９％ ２３．４％ ２３．２％

中小法人以外の普通法人 ２３．９％ ２３．４％ ２３．２％

今回の改正に係る部分
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平成28年分の年末調整説明会 “事前情報”
　11月28日（月）、29日（火）に開催されます。今年も、秋田南税務署と秋田北税務署の
合同開催で、開催会場は「秋田アトリオン４階音楽ホール」になります。詳細は、各税務
署から例年同様、通知がありますのでご確認ください。
合
署

今回の見直しに係る部分

29/3 30/3 31/3 32/3 33/3 34/3 35/3 36/3 37/3 38/3 39/3 40/3 41/3

欠損
金額

欠損
金額

９年間繰越

10年間繰越

29/3 30/3 31/3 32/3 33/3 34/3 35/3 36/3 37/3 38/3 39/3 40/3 41/3

欠損
金額

欠損
金額

９年間繰越

９年間繰越

欠損
金額 10年間繰越

（３月決算法人の例）

【改正前】

【改正後】

法人住民税から控除しきれなかった場合に
その控除しきれなかった額（特定寄附金の
額の合計額の10％が限度となります。）を
法人税から控除（上限：法人税額の５％）

特定寄附金の額の合計額の20％を法人住民税から控除
（上限：法人住民税額の20％）

特定寄附金の額の合計額の10％を法人事業税から控除
（上限：法人事業税額の20％（注））
　（注） 　平成29年４月１日以後に開始する事業年度に

ついては15％

損金算入による実効税率相当額の自己負担の軽減

全額損金算入
（法37③-）

法人の自己負担

20％

10％

約30％

特定寄附金の額の合計額

　いわゆる“企業版ふるさと納税”のことです。青色申告書を提出する法人が、平成28年４月20日から平成32

年３月31日までの間に特定寄附金を支出した場合には、その支出をした事業年度の法人税額から、控除可能

な法人住民税についてその法人住民税から控除しきれなかった金額かあるいは当該特定寄附金の額の10％

か、いずれか少ない金額（上限は法人税額の５％）を控除することができます。

▶認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした場合の法人税額の特別控除制度の創設
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法法法人人人会会会ののの税税税制制制改改改正正正ににに関関関すすするるる提提提言言言ののの主主主ななな実実実現現現事事事項項項

　法人会では、昨年９月に「平成28年度税制改正に関する提言」を取りまとめ、その後、政府・政党・

地方自治体等に提言活動を積極的に行ってまいりました。今回の改正では、法人実効税率の引き下げな

ど法人会の提言事項の一部が盛り込まれ、以下のとおり実現する運びとなりました。

平成28年度税制改正

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例

措置の適用期限が、平成28年３月末までとなっ

ていることから、直ちに本則化することが困難

な場合は、適用期限を延長する。

　中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の

損金算入の特例について、対象となる法人から常

時使用する従業員の数が1,000人を超える法人を

除外した上で、その適用期限が２年延長されまし

た。

２．少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・我が国の立地条件や国際競争力強化などの観点

から、早期に欧州、アジア主要国並みの20％台

の法人実効税率を実現する。

　法人税率（現行23.9%）が、平成28年度に23.4%、

平成30年度に23.2%に引き下げられます。また、

法人事業税の税率が引き下げられ、外形標準課税

が拡大されました。

　これにより、法人実効税率（現行32.11%）は、

平成28年度に29.97%、平成30年度に29.74%に引

き下げられます。

１．法人実効税率20％台の早期実現

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・平成26年度税制改正において拡充された交際費

課税の特例措置については、適用期限が平成28

年３月末までとなっていることから、その延長

を求める。

　接待飲食費に係る損金算入の特例及び中小法人

に係る損金算入の特例の適用期限が２年延長され

ました。

３．交際費課税の特例の適用期限延長

法　人　課　税
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復興支援のための税制上の措置

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・中小企業にはアベノミクス効果が十分に届いて

いないという現実も十分に認識する必要がある。

地域経済と雇用を担う中小企業の力強い成長が

なければ、日本経済の真の再生は望めず、税制

面からもさらなる対応が必要である。

・償却資産に対する固定資産税については将来的

には廃止も検討すべきである。

　地域の中小企業による設備投資の促進を図るた

め、中小企業者等が、新規取得した生産性向上に

資する一定の機械及び装置を取得した場合、当該

機械及び装置に係る固定資産税について、課税標

準を最初の３年間は、価格の２分の１とする措置

が講じられました。

４．経済活性化と中小企業対策

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・被災地における企業の定着、雇用確保を図る観

点などから、実効性のある措置を講じるよう求

める。

　復興特区の税制について、一定の見直しを行い

つつ、適用期限が５年延長されました。その際、

被災地の実情等を踏まえ、要件の一部が緩和され

ます。

１．震災復興

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・地方創生では、さらなる税制上の施策による本

社機能移転の促進、地元の特性に根差した技術

の活用、地元大学との連携などによる技術集積

づくりや人材育成等、実効性のある改革を大胆

に行う必要がある。

　地方拠点強化税制が拡充され、雇用者の数が増

加した場合の税額控除制度（雇用促進税制）につ

いて、一定の調整措置を講じた上で、所得拡大促

進税制と重複して適用できるようになりました。

５．地方のあり方

　税制改正の詳細は、「国税庁ホームページ」に掲載されていますが、

秋田北法人会のホームページ（法人会の税制提言バナー）からも確認で

きます。また、インターネットセミナー（マイナンバー制度他）などの

お役立ち情報も多数掲載中ですので、是非アクセスしてご活用下さい。 

[ http://kitahou.akitalink.com ]
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●●●平成28年度●●●

　女性部会は５月17日、青年部会は５月24日、土崎港ホテ

ル大和において開催された。

　重点事業の「租税教室」や「税の絵はがきコンクール」の

実施状況などを含めた平成27年度事業報告と収支決算及び

平成28年度事業計画・収支予算の報告承認がなされた。また、

女性部会では、毎年恒例の研修会事業内容についても協議決

定した。

部会だより

正しい価値観を身につける

一日でわかる！経理のすべて

講　師：経営コンサルタント　古川　英夫 氏
▷４月８日（金）　「ユースパル」

講　師：㈲マスエージェント　林　　忠史 氏
▷７月１日（金）　「ユースパル」

★新入社員のための心がまえ研修会★

★経理入門セミナー★

秋田北・南法人会合同セミナー 新設法人・決算法人
説 明 会

キタスカ

青年部会

女性部会

講師　秋田北税務署

小川上席国税調査官 様
稲葉　　国税調査官 様

（１）４月26日（火）
　　対象：４・５・６月決算法人

（２）７月27日（水）
　　対象：７・８・９月決算法人

　　　　　　　　　　　新設法人

活動報告

青年部会・女性部会定時報告会
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ニュークリエイトマネジメント　代表　長　井　三　郎

人員整理
　高石電子（仮称）が、経理担当者の採用試験をした

のは、３年前の残暑が厳しい９月初めのころだった。

同社は小規模だが、業界では技術力に定評のあるメー

カーである。

　だがここ10年、中国などの海外メーカーの安値攻

勢に押され業績が急降下していた。30名足らずの工

場であったが、人員整理をせざるを得ず、温情化の社

長は泣く泣く10名の社員に辞めてもらい、残った社

員の給料カットに踏み切った。

　ところが、社員への説明会や個人面談などの繰り返

しの中で、経理事務を長年一手に引き受けていた女性

も、この一連の騒動の中で自らの意志で退職すること

になった。

経理担当者の募集
　人員整理の中で、経理担当者の募集が行われた。採

用条件はパートタイマーで経理事務経験者という厳し

い内容ながら、十数名の応募があった。筆記試験や面

接の結果、最終選考に３名が残り、再面接の結果、人物、

経験、成績とも抜群なＡ子さんを内定し、通知した。

　ところがその日の夜、「せっかく採用していただき

ながら申し訳ないのですが、辞退させてください」と

の電話が入った。

　人員整理の渦中にあり、採用条件が低いことに家族

が不安を感じたのが原因らしい。やむなく再度応募者

を見直し、人物的に印象が薄く、最終決定からは外れ

た洋子さんを再面接した。実務経験と行動力に物足り

なさはあったが、感情的な安定感の高さが当社の現状

には最適という結論になり、採用を決定した。

沈没寸前の社内
　社内は混乱していても、客先との対応や営業事務の

遅延は許されず、しかも経理の引き継ぎは急を要して

いる。採用決定の翌日から即出社、即引き継ぎがスター

トした。

　「資格はあっても経験がないので不安です」とは前

任者の初日の感想だ。営業からは「電話の応対が暗い」

「返事が遅い」と言われ、工場からは「理解力がない」

と言われる。金融機関からも「もっと実務の分かる人

を入れるべき」と散々の悪評価。引き継ぎの一週間は

あっという間に過ぎ、洋子さんは出来る、出来ないに

関係なく独り立ちすることになった。

　人員整理という重い雰囲気の中でも日常業務は進ん

でいく。客先から納期の確認、営業から請求内容の問

い合わせ、工場から資材の確認、金融機関から資料提

出の要請などなど…。洋子さんは叱られ、嫌味を言わ

れながらも周りの人たちに聞きながら黙々と仕事をこ

なしていった。

社長のひとりごと
　やがて１カ月が経ち、半年が過ぎ、入社して丸１年

を迎えた。そのころには洋子さんに対するまわりの目

も変わってきていた。早くはないけれど頼まれたこと

は確実に処理していく。そんな仕事ぶりに信頼感が生

まれ、周囲の人も協力してくれる。

　１年半ほど過ぎたころには工場との関係も変わって

きた。以前は管理される側という意識がどこかにあり、

ギクシャクした雰囲気が漂っていた。それが今では気

軽に事務所に立ち寄って「営業からこう言われている

んだけど、どう思う？」などと相談したり、パソコン

に向かって仕事したりする姿が見られるようになっ

た。営業からの苦情もなく、金融機関も今では「いい

人を入れましたネ」という始末。

　ある日の営業会議のあと、洋子さんの作った決算書

を見ながら社長がポツリといった。「今さらながら、

人は経歴だけでは判断できないと痛感したよ。彼女が

入社してなければ、今ごろどうなっていたことやら。

私は本当に良いひろいものをした。彼女はわが社の宝

物だ」。

意外なひろいもの！
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